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Summary
Thedormitorysuburbswithdetachedhousingarefacedwithproblemssuchasagi喝 Ofpopulation,
increaseofvacanthousesandresidentialenvironmentaldeterioration.Thedormitorysuburbstakevari-
ousproblemsandcharacteristicswiththetimeofdevelopment,thelocationandsoon.Itisimportantto
recognizetheissuesofdormitorysuburbssystematicalytosettletheproblems.
Thispaperaimstoclarifytheproblemsandcharacteristicsofdormitorysuburbswithdetachedhous-
inginOsakaPrefecture.WeanalyzedthefundamentalinvestigationforcityplanningofOsakaPrefec-
ture.Theresultsarefolows.
1)MostofdormitorysuburbswithdetachedhousinginOsakaPrefecturearelocatedin10-20kmbelt
zoneanddevelopedinthefourthdecadeofShowaEra.
2)Thedensityofdormitorysuburbsishigherwhentheyaredevelopedattheearlystageandnearerto
Osakacity.
3)Theagingofpopulationisprecedingmoreinthesuburbsdevelopedearlier.
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1.はじめに
戦後,都市圏において人口が集中し,住宅も大量に供
給された｡都市の人口増加や流入人口の世帯形成に伴い,
住宅地も都市から郊外へと拡大し郊外住宅団地1)も次々
と開発された｡高度経済成長期からバブル経済期の頃に
は,都心への通勤限界となるような地域においても一戸
建住宅が供給された｡しかし近年は,晩婚 ･非婚化,少
子化によるファミリー世帯の減少や単身世帯の増加,都
心回帰の動き等を背景として,郊外戸建住宅の需要は伸
( 1)
び悩んでいると考えられる｡
郊外住宅団地は,現在様々な問題に直面しているとい
われている｡居住者の高齢化によるオール ドタウン化,
空き家化 ･空地化,あるいは敷地の細分化や建て詰まり
による住宅地の変容などである｡ そのような問題がいか
なる原因で発生するか,あるいは今後どうなってゆくの
かを明らかにすることは重要な課題である｡
郊外住宅地をテーマとした研究としては,文献 1-
3等があげられる｡ 文献1では神戸市の郊外団地を対象
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に,開発時期や開発手法等の属性と入居者世帯変動,住
宅更新等の関係について述べられている｡一定規模以
上の主要な住宅団地を研究対象としており,郊外住宅
団地一般について論じられているものではない｡文献2
は,千里ニュータウン内での高齢化問題を取り上げたも
のである｡文献3は奈良市郊外の住宅団地の変容につい
て論じたものである｡ 文献2,3はケーススタディであ
り対象住宅団地に関しては詳細な調査がなされている
が,対象住宅団地以外の事象については言及されていな
い｡先行研究には特定の住宅団地を対象としたものが多
く,都市や都市圏全体の住宅団地を系統的に認識した上
での研究は少ないといえる｡
一方,国土交通省の第8期住宅建設5カ年計画では,
国民の住生活の向上に向けた,既存ストックの質の維持･
向上･改善とその循環が施策の柱として掲げられるなど,
良好な住宅宅地ストックの維持管理 ･循環が政策として
詣われて久しい｡しかしながら,良好という基準は唆味
である｡ 平成12年6月に行われた住宅宅地審議会の答申
｢21世紀の豊かな生活を支える住宅 ･宅地政策について｣
の中でも,(3)良質なス トック形成と既存ストックの
再生 ･循環に(彰宅地に関する質の目標の設定という項目
があげられており,｢一つの宅地が全体として良好なも
のなのかどうかについてのデータが不足しており,良好
な水準の宅地を増加させるという目標の把握自体が困難
であった｣としている｡
しかし,良好な住宅 ･宅地の基準とは画一的に定めら
れるものではないと考えられる｡良好という基準は,都
心部からの距離や交通の便などの立地条件,地理的環境
や地域の歴史的背景,等の特徴により異なると考えられ
その設定目標も違ってくるであろう｡
地域ごとの特徴をみる手がかりとして,開発指導要綱
による基準の違いをあげることができる｡ 大阪府下の各
市の開発指導要綱を例にとってみてもその内容は多種多
様である｡ 開発指導要綱のなかから,敷地規模に関する
適用範囲と,良好な住宅地と考えられる第一種低層住居
専用地域 (以下一種住専と記す)における敷地規模の条
件を取り出してみても,表 1-1のようになり,各市に
よって基準が異なっていることがわかる｡
各市が定める適用範囲では,開発面積に基準を設ける
場合は300-1000ml,戸数では2- 5戸となっている｡
また,一種住専における敷地規模には,70m'から180m'
まで2.5倍以上のひらきがあり,地域による格差がある
ことがわかる｡ 良好な住宅 ･宅地の設定目標にも差があ
ることが窺える｡
郊外の住宅団地が直面している問題は,その開発時期,
規模や立地条件,住環境条件等の住宅団地の性格によっ
て異なると考えられる｡ 郊外住宅団地における問題を把
握し,それぞれの住宅団地の環境を維持あるいは向上さ
せながら,問題解決をはかり,またストックの活用を促
すには,住宅団地を特徴によって類型化し,その上で各々
の問題を把握し,解決してゆくことが重要である｡
本稿では,郊外住宅団地や住宅団地として開発,供給
された一戸建住宅団地の現状を把握するための基礎的資
料を得るために,大阪市域以外の大阪府市部地域を対象
に,都市計画基礎調査2)による分析を試みた｡使用し
たデータは,都市施設調査 (平成8年),建物土地利用
度調査 ･建物年齢別床面積調査 ･建物用途別床面積調査
(平成11年)の町丁目別集計である｡
表 1-1 大阪府下各市の開発指導要綱の概要
(適用範囲 ･敷地規模)
適用範囲 最低敷地規模 (n1)(一種住専) 改正年月日(最終)開発面積(rTf) 戸政
堺市 500 10戸以上 110 Hll.7.1
岸和田市 - 3戸以上 150 H14.4.1
豊中市 要綱なし (個別に対応) - -
池田市 1000 - 120 H14_4.1
吹田市 500 - 150 H14.12.1
泉大津市 300 5戸以上 120 Hll.4.1
高槻市 500 - 100 H15,4.1
貝塚市 300 - (100) H7.4.I
守口市 - 2戸以上 国の居住水準 H13.4.1
枚方市 開発行為 150 H8.I.31
茨木市 500 - 150 H14.9.1
八尾市 300 2戸以上 150 H13.4.1
泉佐野市 300 - 180 H15.4.1
富田林市 300 2戸以上 記載なし H14.4_1
株屋川市 300 - 100 Hll.6.1
河内長野市 全ての開発事業 150 H14.4.1
松原市 500 2戸以上 150 H14.4.1
大東市 - 3戸以上 100 H7.4.1
和泉市 自身居住以外の住宅建築 .宅地分譲 150 H9.4.1
箕面市 500 150 H13.4.1
柏原市 500 2戸以上 100 H15.4.1
羽曳野市 300 - 120 H8.1.31
門真市 300 - (65) H12.4.1
撲津市 300 - 150 H15.7.1
高石市 300 - 140 H14.4.1
藤井寺市 300 3戸以上 100 H5.6.1
東大阪市 500 5戸以上 70 H15.4.1
泉南市 300 - 7ー0 H15.4.1
四条畷市 500 - 一oo H7.12.1
交野市 全ての開発事業 150 H15.1.1
大阪狭山市 300 3戸以上 150 Hll.8.2
●一種住専に特化した妃載がない場合は ( )内に全地域の基準を記した｡
また一種住専の規定専横率によって基準が異なるときは経やかな方の敷地基準を妃した｡
2.1戸建住宅地の抽出と概要
2-1.一戸建住宅地の抽出と分布
大阪府都市計画基礎調査の大阪市域以外の大阪府市部
データ6073町丁目3)から,一戸建住宅地が優勢である
と考えられる2498町丁目 (一戸建住宅地と称す)を抽出
した｡
一戸建住宅地の条件としては,①宅地が過半数であ
ること-宅地率 (町丁目面積に占める宅地面積の割合)
(2)
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50%以上,②住宅系の地域であること一住宅系率 (延べ
床面積合計に占める専用住宅 ･共同住宅の合計床面積の
割合)80%以上または,商業系率 (延べ床面積合計に占
める商業施設 ･業務施設 ･興行風俗営業施設の合計床面
積の割合)20%未満かつ工業率 (延べ床面積合計に占め
る工業施設床面積の割合)20%未満,③共同住宅が少な
いこと一共同住宅率 (合計床面積に占める共同住宅床面
積の割合)30%未満,の三条件を満たすものとした｡
以上の三条件を持つ一戸建住宅地の中には,集落地や
既成市街地,スプロール地域の住宅地,計画的に開発さ
れた郊外住宅団地等の地域が含まれると考えられる｡
市別に,条件① (宅地が過半数)と条件①②③ (一戸
建住宅地)を満たす町丁目が全町丁目に占める割合を見
てみると図2-1のようになる｡
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図2-1 宅地率50% 以上町丁目比率,一戸建住宅地町丁目比率
宅地率50%以上である町丁目の割合が高いのは門真
市,守口市,東大阪市などで8割強の町丁目が相当する｡
大阪狭山市,阪南市,泉南市などでは宅地率50%以上で
ある町丁目の割合が低く,3割ほどである｡ 大阪狭山市
など宅地が低率の町丁目が優勢な市では,山林や農地等
の割合が高いと考えられる｡
各市における全町丁目数に占める一戸建住宅地の割合
を見てみる｡ 阪南市や羽曳野市では宅地率50%以上の町
丁目のほとんどが一戸建住宅地であり,茨木市や吹田市
では,一戸建住宅地が少ないことがわかる｡一戸建住宅
地以外の宅地としては,商業地,工業地,集合住宅地な
どが考えられ,茨木市や吹田市ではこれらの地域が多い
といえる｡
各市の町丁目数にはばらつきが見られ,母数の違いに
よる比率の差も考慮しなければならないが,各市におい
て宅地以外の町丁目 (山林や田畑等)地域はどの程度存
在するか,あるいは宅地のうち一戸建住宅地がどの程度
支配的であるか等,地域の都市環境についての傾向は概
(3)
ね把握できると考える｡
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2-2.一戸建住宅地の開発時期と建築時期
住宅団地は開発された時期により,開発当時の開発制
度や社会情勢を反映した特徴を持っており,住環境にも
影響していると考えられる｡また住宅団地の開発時期は,
当該住宅団地の人口構成の現状とも関係が深いと思われ
る｡住宅団地の開発時期は住宅団地の性格をみる上で重
要な要素の一つである｡しかし,今回使用した都市計画
基礎調査町丁目集計からは,データの特性上,住宅団地
単位での分析は困難である｡本稿では,前節で抽出した
一戸建住宅地についての分析を進めてゆく｡
一戸建住宅地の開発時期は建物年齢別床面積調査の建
築時期別延べ床面積より知ることができる｡
計画的に開発された郊外住宅団地の場合,該当町丁目
全域が住宅団地に含まれるときには,建物年齢別床面積
調査において,最も初期の床面積時期を住宅団地の開発
時期とみなすことができる｡しかし,同一町丁目内に郊
外住宅団地と既成市街地や集落地が含まれる場合には,
既成市街地等の住宅の建築時期を考慮しなければならな
い｡また,建物年齢別床面積調査での最初期の区分が｢昭
匂昭和30年以前
■昭和31-40
□昭和41-50
日昭和51-60
E3昭和61-平成10年
図2-2 一戸建住宅地町丁目の開発時期別割合
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図2-3 年度別,開発主体札 大阪府下住宅団地の開発面積 ･件数
(大阪府住宅宅地開発動向一覧表による)
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図2-4 開発時期別,一戸建住宅地における
建築時期別床面積率の分布
和30年以前｣であるために,古くから存在する集落地や,
開発時期が戦前や戦後まもなくの住宅団地であっても,
調査時までの40年余りの間に建替えや増築などで建築物
が更新されている場合は,実際の開発時期の推定は困難
である｡
そこで本稿では便宜上,床面積率が20%以上となる最
初の時期を,該当町丁目の開発時期とみなし分析を進め
てゆくこととする｡
一戸建住宅地2498町丁目を,この方法による開発時期
によって5区分した結果は図2-2のようになる｡ 昭和
41-50年の間の開発が最も多く52.8%である｡一戸建
住宅地の半数以上が昭和40年代に住宅地として形成され
始めたといえる｡ 昭和30年以前開発の一戸建住宅地の中
には古くからの集落地や既成市街地も含まれると考えら
れる4)｡
尚,大阪府住宅宅地開発動向一覧表 (以下開発動向一
覧表とする)一大阪府建築部住宅政策課-5)による分
析6)でも,昭和40-44,45-49年度に開発面積 ･件
数が増大している (図2-3)｡開発動向一覧表には,建
て方の区分がないため一戸建住宅団地のみならず共同建
て住宅団地等も含まれること,一定規模以上の住宅団地
に限定されること,住宅団地を単位としておりそれは町
丁目単位と一致しない場合も多いこと,等の点において
町丁目単位の分析とはずれが生じるが,住宅地の開発は
昭和40年代に盛んに行われた･ことが符合している点で,
上の結果の妥当性を示していると判断できる｡
図2-3の開発時期区分の内訳を確認するために,鍾
築時期を昭和40年以前 ･昭和41-50年 ･昭和51-平成
10年に三区分し,Ⅹ軸に昭和51-平成10年の床面積比
率をY軸に昭和41-50年の床面積比率をとって,一戸
(4)
建住宅地の分布をみてみる (図2-4)｡こ.こで,昭和40
年以前の床面積比率はプロットが原点に近いほど高率と
なる｡
昭和30年以前や昭和31-40年開発の一戸建住宅地で
ち,昭和40年以前の建築が高率になる町丁目は少数であ
る｡すなわち,調査時で築年数33年以上の住宅はあまり
存在せず,築20-25年に満たない比較的新しい住宅が
多いということである9)｡昭和41-50年開発のもので
は昭和41-50年の建築時期床面積率が50%程度に満た
ない町丁目が数多く,昭和51年以降の建築床面積が大半
を占める町丁目が多くみられる｡
開発時期より時期が下る建築床面積率が高い町丁目
では,開発後時間の経過により建替え等住宅の更新が行
われたため開発時期と建築時期別床面積率にずれが生じ
た,住宅地が形成され始めた後長い期間にわたり新規住
宅の供給が続いたため床面積の建築時期が分散した,等
の可能性が考えられる｡
3.一戸建住宅地の開発時期による実態
一戸建住宅地の性格は,開発時期との関係が深いと思
われる｡ 開発時期別に一戸建住宅地の密度的環境,道路
環境,高齢化の現状についてみてゆく｡
3-1.一戸建住宅地の密度的住環境
住宅地の住環境をはかる指標として,建蔽率や容積率
は重要な要素の一つであると考えられる｡本稿で建蔽率･
容積率は,それぞれ,建物土地利用度調査による町丁目
別の,宅地面積に対する建築面積の割合と宅地面積に対
する延床面積の割合とする｡一戸建住宅地2498町丁目に
おける建蔽率と容積率の関係とその分布を見てみる (図
3-1)｡建蔽率が上がると容積率が上がる傾向がみてとれ
全開発時期では,相関係数も0.76と高い相関を示す｡建
蔽率は20-60%,容積率は20-120%の位置に多くの
町丁目が分布している｡ ｢容積率/建蔽率｣の値は,開
発時期が初期であるほど小さく開発時期が後になるほど
大きくなる傾向があり,開発時期別の平均は昭和30年以
前1.68,昭和31-40年1.85,昭和41-50年1.87,昭和
51-60年1.94,昭和60年～平成10年2.14である｡近年
に開発された一戸建住宅地では共同住宅等が混在してい
る可能性も考えられるが町丁目単位での一戸建住宅地と
しての密度に関する傾向は概ね把握できると思われる｡
次に,開発時期別に,一戸建住宅地の建蔽率,容積
率区分別による比率を見てみる (図3-2)｡ 昭和30年以
前,昭和31-40年の時期では,比較的建て詰まってい
ると思われる建蔽率50%以上の一戸建住宅地が約3割見
られる｡開発時期が昭和41年以降になると,建蔽率50%
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以上の一戸建住宅地は減少し,9割以上が建蔽率50%未
満の地域となる｡ 容積率についても,容積率80%以上の
一戸建住宅地が,昭和30年以前の開発で3割以上,昭和
31-40年では約5割見られ,昭和41年以降に開発され
たものに比べ高容積の一戸建住宅地が多いことがわか
る｡ 昭和41-50,51-60年に開発された一戸建住宅地
は密度的環境について,それ以前よりも改良されたとい
える｡昭和39年に ｢(旧)住宅地造成事業に関する法律｣
が制定され,さらに昭和43年には新都市計画法が公布
されるなど,住宅地開発の環境整備に関わる政策が充実
していったことが理由の一つであると思われる｡昭和61
-平成10年開発の住宅地では再び密度が高くなる傾向が
あるが,この理由として,一戸建住宅地に共同住宅が混
在することが多くなった,あるいは3階建一戸建住宅が
増加するなど戸建住宅の高密度高層化が進んだ等が考え
られる｡
3-2.住宅地の道路環境
地域の道路率や道路幅貝も,環境をはかる目安にな
ると考えられる｡ 住宅地において,道路が低率な場合や
道路幅貝が狭い場合は建物が密集した地域であると考え
られ 通行に支障を来すおそれがあるばかりでなく防災
安全上も問題がある｡ 一戸建住宅地の開発時期別に幅員
が4m以上,6m以上の道路延長率をみてみる8)｡道路
延長率とは該当町丁目における道路延長の合計距離に対
する各幅員道路延長距離の比率とする｡なお,住宅地の
建蔽率や容積率と道路率や道路幅貝とは相関係数が-0.1
-0.2であり,住宅地の道路環境は宅地の密度的環境の
相関は弱いといえる｡
各町丁目における4m未満道路,6m以上道路の延長
率を5区分し,開発時期別に町丁目数の割合を示すと図
3-3のようになる｡開発時期が昭和30年以前では,約
5割の町丁目で4m未満道路が40%を超えている｡ 4m
未満道路が60%を超える町丁目,つまりほとんどが幅員
4m未満の狭い道路となっている地域も約2割存在す
る｡開発時期が進むにつれて,幅員4m未満の狭い道路
は解消される傾向があるが昭和61-平成10年開発の町
丁目で狭小道路の高率な地域の割合が高くなっている｡
この理由としては,農村地域や集落地など元来道路率の
低い地域に隣接して小規模零細開発が進んだため町丁目
単位では4m未満道路が高率となった,あるいは比較的
古くから存在する住宅地であっても建替え等更新が進ん
だため前項2-2で開発時期の設定が実際とは異なって
いた,母数が少数であるため歪みが生じた,等の可能性
が考えられるが詳細な分析は今後の課題とする｡
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乗用車が余裕を持って対向するには6m程度の幅員が
必要であると思われるが,この6m以上道路の延長率に
ついて見てみると,昭和30年以前開発の町丁目では6m
以上道路が20%未満と低率である地域が4割を超え,7
割以上の町丁目が6m以上道路が40%に満たない地域で
ある｡ 開発時期が進むにつれ6m以上道路が整備される
地域の割合が高くなっていることがわかる｡ 住宅地にお
ける道路環境の向上も,前述の住宅地開発の環境整備に
関わる政策の効果によるところが大きいと考えられる｡
3-3.一戸建住宅地と高齢化
平成12年国勢調査を参照し,一戸建住宅地における
高齢化の状況についてみてみる9)｡一戸建住宅地を開
発時期によって区分し各時期開発住宅地の65歳以上人
口率をみる｡ 一戸建住宅地2498町丁目全体では,65
歳以上人口比率は15.2%であり,大阪府における比率
14.9%と同程度である｡ 開発時期別にみると,昭和30
年以前21.2%,昭和31-40年18.1%,昭和41-50
年14.7%,昭和51-60年13.0%,昭和61-平成10年
12.0%となり,開発時期が初期であるほど高齢化が進
んでいることがわかる｡ また15歳未満人口率を一戸建
住宅地の開発時期別にみると昭和30年以前12.4%,昭
和31-40年12.5%,昭和41-50年14.0%,昭和51-
60年14.7%,昭和61-平成10年17.9%である｡ 大阪府
における15歳未満人口率が14.2%であり,昭和51年以
降に開発された一戸建住宅地では比較的子育て期の世
帯も多くみられると考えられる｡ 昭和51-60年,昭和
61-平成10年に開発された住宅地では現時点ではまだ
(6)
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図3-4 開発時期札 65歳以上人口率の一戸建住宅地町丁目比率
高齢化は進んでいないといえる｡
次に,65歳以上人口率を6区分し,開発時期別に町丁
目数の割合を示すと図3-4となる｡ 昭和30年以前開発
の一戸建住宅地では65歳以上人口が20%を超える町丁目
が約6割存在し,30%を超える高齢化の激しい町丁目も
1割強あらわれている｡ 昭和31-40年開発の一戸建住
宅地についても,65歳以上人口が20%を超える町丁目が
3割強あり,高齢化が進んだ町丁目の割合が高くなって
いる｡ 昭和61-平成10年開発や昭和51-60年開発の一
戸建住宅地では3割以上の町丁目が65歳以上人口率10%
未満である｡
開発時期による高齢化の差は顕著であり,早い時期に
開発された住宅地ほど高齢化が進んでいる｡ 一戸建住宅
団地では入居が一時期に集中する場合も多く,そのよう
な場合入居世帯に世代の偏りがあり,その後子供の独立
などにより,画一的に高齢化が進んだと考えられる｡ 住
宅地としての世代交代が促されていない状況にあるとい
える｡ 開発時期が遅い住宅地においても,入居世帯が特
定の世代に集中したり,新規の入居が進みにくい等の傾
向があるとすれば,今後高齢化が進むことが予想される｡
4.一戸建住宅地の地域性
一戸建住宅地のもつ性格は,都心部からの距離の違い
による立地条件や,住宅地の位置する都市によっても特
徴づけられる｡ 一戸建住宅地2498町丁目の立地条件と開
発時期,住環境,高齢化状況の関係についてみてゆく｡
4- 1.一戸建住宅地の立地と開発時期
都市計画基礎調査より,一戸建住宅地について大阪市
を中心とした距離帯別10)による立地条件と開発時期に
ついてみてみると図4-1のようになる｡ 0-10km帯
の一戸建住宅地は,その4割近くが昭和40年以前に開
発されている｡ 30km圏内では大阪市に近いほど早い時
期に開発された町丁目が高率になる｡ 30-40km帯,40
-50km帯では30km圏内よりも,昭和30年以前開発の
住宅地の比率が上昇しているが,この中には集落地や既
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図4-1 距離帯別,開発時期別一戸建住宅地町丁目比率
成市街地による町丁目も含まれると考えられる｡30-
40km帯では昭和61-平成10年に開発された住宅地が他
の距離帯と比較して最も高率である｡都心に近接する0
-10,10-20km帯よりも,比較的離れた20-30,30
-40km帯において近年開発された住宅地の比率が高く
なっている｡
4-2.一戸建住宅地の立地と住環境
一戸建住宅地の密度的環境について,都心部からの距
離との関係を見てみる｡ ここで建蔽率 ･容積率は,前節
と同様に,それぞれ,建物土地利用度調査による町丁目
別の,宅地面積に対する建築面積の割合と宅地面積に対
する延床面積の割合とする｡
一戸建住宅地の建蔽率と容積率の分布では,都心に近
い住宅地ほど建蔽率 ･容積率ともに高く,離れるほど低
い位置に分布することがみられた｡
一戸建住宅地の建蔽率,容積率を区分し,距離帯別の
一戸建住宅地比率を見ると図4-2となる｡ 40km圏内で
は,都市から離れるほど高密度な住宅地町丁目の比率は
低下し,30-40km帯では建蔽率が20%未満の一戸建住
宅地も2割を超えている｡ 容積率についても,都心に近
いほど高く,離れるほど低くなる傾向がわかる｡40km
圏内でみると都心に近いほど密度の高い住宅地の割合が
高く離れるほど密度的にゆったりした一戸建住宅地が高
率になる｡ 40-50km帯では容積率80%以上となる一戸
建住宅地は存在しない｡容積率40%未満の一戸建住宅地
の比率は30-40km帯より低くなっているが,対象町丁
目数の多少が影響していることも考えられ,詳細な解明
は今後の課題である｡
次に,一戸建住宅地の,所在都市による密度的環境の
差を見るため,市別の一戸建住宅地の建蔽率平均を低い
市から順に並べ,一戸建住宅地建蔽率分布を見てみる(図
4-3)｡一戸建住宅地の密度的な環境が良好な傾向にあ
るのは河内長野市や枚方市,阪南市などであり,反対に
建て詰まりの傾向にあるのは豊中市,守口市などとなっ
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図4-3 市別,一戸建住宅地町丁目の建蔽率分布
ている｡
市別の町丁目別建蔽率平均と,本稿 1項で示した各市
の開発指導要綱で定められた第一種住専における最低敷
地規模との相関係数は-0.44であり,中程度の相関を示
す｡開発指導要綱の内容は各市における一戸建住宅地の
現状にある程度即したものであるといえる｡また,開発
指導要綱の規定によって,一戸建住宅地の密度的環境の
地域性も持続される可能性が高い｡
4-3.一戸建住宅地の立地と高齢化
一戸建住宅地の立地と高齢化についてみてゆく｡
戸建住宅地の大阪市からの距離帯別の65歳以上人口
比率をみると0-10km帯では15.5%,10-20km帯
で15.4%,20-30km帯 で14.2%,30-40km帯 で
15.7%,40-50km帯で15.2%となり,高齢化について
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図4-4 距離帯別､65歳以上人口比率の
一戸建住宅地町丁目比率 (昭和41-50年開発)
は都心部からの距離によるに差はほとんどみられない｡
65歳以上人口率を区分し,開発時期別に町丁目数比率を
みても,距離帯による差はほとんどみられなかった｡
開発時期が昭和41-50年である一戸建住宅地1282町
丁目に焦点を当て,距離帯別の65歳以上人口比率の町丁
目比率についてみると,図4-4のようになる｡ 昭和40
年代には,住宅地が大量に開発されたこと,また開発後
25-35年経過しており高齢化問題が課題となり始める
時期にあることから,この時期に開発された住宅地は着
目するに値すると思われる｡ 40-50km帯では対象住宅
地が極端に減少するため,40km圏内についてみる｡ 0
-10km帯では65歳以上人口が15%を超える一戸建住宅
地は3割強であるが,都心からの距離が離れるに従い高
齢化が進み,30-40km帯では6割近くの一戸建住宅地
が65歳以上人口が15%を超え,20%を超える一戸建住宅
地も2割以上存在する｡ 都心からの距離という立地条件
の違いにより高齢化の進行状況も大きく異なることがわ
かる｡都心に近い住宅地ほど若年層の流出が少ない,あ
るいは若年層の流人が活発であるということが類推で
普,この理由としては利便性等が考えられる｡ また一戸
建住宅地開発時の入居世帯の年齢構成差等が影響してい
る可能性もあり,さらに詳細な資料収集,分析が必要で
あると考えている｡
5.まとめ
大阪府下の郊外一戸建住宅地について,都市計画基礎
調査を主とするデータの分析の結果,次のことが明らか
になった｡
①一戸建住宅地町丁目において,現状の建築床面積の
20%が最初に建築された時期を,町丁目の開発時期と
みなした場合,昭和40年代に開発されたものが大半を
占める｡
⑧一戸建住宅地の,建蔽率 ･容積率を指標とする密度的
住環境や道路幅貝からみた道路環境は,開発時期が近
年である住宅地ほど整備されている傾向にある｡ また
(8)
立地については,都心部に近いほど高密度の一戸建住
宅地が多数存在し離れるほど,低密度になる傾向があ
る｡
③密度的住環境を都市別にみたとき,町丁目の住環境分
布には差がみられ,開発指導要綱に定められている基
準の差とは,中程度の相関みられる｡
④一戸建住宅地の高齢化は,開発時期が近年のものより
初期のものほど進んでいる｡ 最も大量の住宅地が供給
されたと考えられる昭和40年代に開発された住宅地に
着目してみると,都心から離れた住宅地で,より高齢
化問題が深刻である｡
以上,開発時期や都心からの距離という立地条件の違
いによって,一戸建住宅地の住環境や高齢化の実情が異
なることが確認された｡住宅地の特徴を把握することで,
郊外住宅団地の性格を系統的に認識した上で郊外住宅団
地に関する課題を解決してゆくための手がかりが得られ
たと考えている｡ 例えば,｢開発時期が昭和40年以前の
住宅地では現状の住宅密度が高く,道路幅貝についても
整備が遅れている傾向があるため,今後増改築や建替え
等の更新が起きる際には,さらなる建て詰まりによる住
環境の悪化を防止するための方策を考える必要がある｣,
｢同時期に開発された住宅地であっても,立地により人
口構成が異なる傾向があるため,都心部に近い地域より
遠隔地域での高齢化対策が早急である｣などである｡
今後の課題としては,住宅地の現状をさらに詳細に把
握するため,住宅戸数や世帯の状況,住宅の更新等に関
するデータの分析や,典型的あるいは特徴的な住宅地を
抽出した上での現地調査などを考えている｡
なお,本稿では町丁目別単位による分析の結果を得る
ことができたが,町丁目にはその面積や人口,住宅数が
一定ではないという特色がある｡ また同一町丁目に性格
が異なる複数の住宅団地が含まれる可能性もある｡これ
らの点を考慮して今後の研究を進めていかなければなら
ない｡
注
1)本稿では,計画的に開発,供給されたひとまとまり
の住宅地を,集落や既成市街地と区別して住宅団地
と称する｡
2)都市計画法第六条 (都市計画に関する基礎調査)の
一に ｢都道府県は,都市計画区域について,おおむ
ね五年ごとに,都市計画に関する基礎調査として,
国土交通省令で定めるところにより,人口規模,産
業分類別の就業人口の規模,市街地の面積,土地利
用,交通量その他国土交通省令で定める事項に開す
青木 ･多治見 :大阪府における郊外一戸建住宅地の現状一都市計画基礎調査による分柄-
る現況及び将来の見通しについての調査を行うもの
とする｡この場合において,都道府県は,関係市町
村に対し,資料の提出その他必要な協力を求めるこ
とができる｡｣とある｡
3)郡部の町村では都市計画基礎調査の対象となる町丁
目数が極端に減少する傾向があるため今回の分析対
象は市部とした｡また対象町丁目の名称や数は町丁
目変更や統廃合などのため,実施年によって異なる｡
平成8年実施の市部データは6083,平成11年実施で
は6087町丁目であった｡このうち町丁目名が合致す
る6073町丁目を,本稿における分析対象とした｡
4)集落地や既成市街地に対しては,開発時期という単
語は即さないと考えられるが,本稿では町丁目単位
での分析のため,該当町丁目が住宅地として形成さ
れつつある時期という意味で使用することとする｡
5)同資料には昭和30-平成5年3月の間に大阪府下
で施行されたlha以上及び150戸以上の,完了,実
施中,計画中の,住宅 ･宅地開発事業が市町村別,
開発主体 (公的 ･民間 ･区画整理)別に掲載されて
いる｡
6)青木留美子,多治見左近 :大阪府における郊外戸建
て住宅地開発の動向に関する研究,日本建築学会近
畿支部研究報告集43号計画系,pp733-736,2003.6.
に詳しい ｡
7)｢平成8年度建設自書｣(建設省 ･現国土交通省)に
よれば,日本の住宅の平均寿命は約26年である｡ ア
メリカが約44年,イギリスが約75年に比べ極端に短
いが,本分析からも住宅寿命が短い傾向にあること
が読み取れる｡
8)現行の建築基準法では,都市計画区域および準都市
計画区域における道路の定義は,幅員4m以上のも
のである｡
9)国勢調査と都市計画調査とは実施年,調査機関が異
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なるため対象町丁目名にずれが見られた｡一戸建住
宅地2498町丁目のうち,町丁目名が合致する2442町
丁目について分析した｡
10)住宅地の位置する市の,住宅 ･土地統計調査による
距離帯を,当該住宅地の距離帯とした｡
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大阪府における郊外一戸建住宅地の現状
一都市計画基礎調査による分析-
青木 留美子､多治見 左近
要旨:郊外一戸建住宅地は現在,高齢化や空き家化 ･空地化,あるいは敷地分割による住環境の悪化など様々な問
題に直面しているといわれている｡ 住宅地の抱える問題はその開発時期,規模や立地条件,住環境条件等の住宅地
の性格によっても異なると考えられるため,住宅地を系統的に認識した上で問題を把握し,解決策を明らかにして
(9)
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ゆくことが重要である｡
本稿では大阪府の郊外一戸建住宅地の現状を把握するための基礎的データを得るために,大阪市以外の大阪府下
の都市について,都市計画基礎調査町丁目別集計の分析を試みた｡
分析の結果,①一戸建住宅地町丁目は開発の時期としては昭和40年代が最も多く,地理的には大阪市から0-
20km帯に多数存在する｡ ②一戸建住宅地町丁目の住環境の密度 (建蔽率 ･容積率を指標とした)は開発時期が初期
であるほど,都心に近くなるほど高くなる傾向がある｡ ③開発が初期の戸建住宅地町丁目では近年開発されたもの
よりも高齢化が進んでいる｡等のことがわかった｡
開発時期や立地条件によって異なる住環境や高齢化の実情を明らかにしたことは,戸建住宅地に関する問題解決
のための,重要な手がかりの一つとなると考えている｡
(10)
